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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 23 諸収入 0 

計 23 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 23 0 

総務管理費

目 文書広報費

補正前額 2,891 

要求額 23 

総務部長段階査定額 23 

一般会計 【問合せ先】情報公開係 0857-20-3105 
 
【１０次総の施策体系】5101 
 
【事業の目的及び効果】 
　文書取扱規程（平成2年鳥取市訓令第20号）第28条の規定により、印刷機を集中管理す 
　ることを目的とする。 
 
【事業の内容】
 駅南庁舎に設置している紙折り機が使用できなくなったため、新機器を導入する 。
（５年リースのうち、H30.2～H30.3の２カ月分）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００１ 項　　目　　名 集中印刷業務費

予算書項目 文書集中管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 284,783 諸収入 0 

計 284,783 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 284,783 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 623,051 

要求額 284,783 

総務部長段階査定額 284,783 

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-20-3108 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　職員の退職に伴い、当該職員の鳥取市在職期間等に応じて退職手当を支給するもの。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
【事業の内容】
 　早期退職等の１７人分の退職手当の増額　　284,783千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００２ 項　　目　　名 退職手当

予算書項目 退職手当 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
職員課年度 H29

－ 1 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 604 諸収入 0 

計 604 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 604 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 126,268 

要求額 604 

総務部長段階査定額 604 

一般会計 【問合せ先】情報政策係　0857-20-3871 

【10次総の施策体系】5401 

【事業の経過及び背景】
　　ＣＡＴＶ伝送路の更新に伴い、ケーブルを添架している中国電力の電柱強度計算調査
　を行うものである。

【事業の目的及び効果】　　　 
　　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の適正な運営と維持管理をするものであ
　る。
 
【事業の内容】　 
　　（１）強度計算調査費　湖南地区、神戸地区内　１，３９６本

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００１ 項　　目　　名 有線テレビジョン放送施設管理費

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 27 所　　属　　名

総務部総務調整局 
情報政策課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,122 諸収入 0 

計 9,367 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,367 0 

総務管理費

目 電算処理費

補正前額 331,457 

要求額 9,367 

総務部長段階査定額 9,367 

一般会計 【問合せ先】情報システム係 0857-20-3873 

【１０次総の施策体系】5401 

【事業の経過及び背景】
　　社会保障・税番号制度の情報システム対応に関しては、厚労省システムについて、平
　成２９年度の予定改修作業に加え、平成３０年７月からの改版データ標準レイアウト対
　応が追加されたため、該当部分改修が必要となったものである。

【事業の目的及び効果】 
　　住民の個人情報を取扱う住民情報系システムの業務システム全体の維持管理や必要な
　安全設備、空調・消火設備等の確保、並びにこれらの正常な稼働を確保するもの。 

【事業の内容】 
　　（１）住民情報系システムの番号制対応
　　　　（当初）平成２９年７月からの情報連携に伴うデータ標準レイアウト改修
　　　　（追加）平成３０年７月改版データ標準レイアウト対応改修（厚労省システム）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,245 0 

総調００２ 項　　目　　名 電子計算組織管理費

予算書項目 住民情報システム管理費 ページ 29 所　　属　　名

総務部総務調整局 
情報政策課年度 H29

－ 2 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,796 諸収入 0 

計 10,697 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,697 0 

戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 13,279 

要求額 10,697 

総務部長段階査定額 10,697 

一般会計 【問合せ先】住民登録係・市民係 0857-20-3493・3492 
 
【１０次総の施策体系】5201

【事業の経過及び背景】 
　国の女性活躍推進の取り組みの一環として、希望者に対しマイナンバーカード等への旧
姓の併記等を行うこととなった。（平成２８年度閣議決定）
　これらの関係法改正により、関係システム（既存住基システムやカード管理システム
等）の改修を実施するもの。

【事業の目的及び効果】
　マイナンバーカード等に氏の文字の変更が生じる場合、変更直前の氏、または出生時の
氏のどちらかを選択し、本名と併せてそれらに記載することにより、個人の同一性がより
特定しやすくなる。

【事業の内容】 
　マイナンバーカード等の記載事項の充実に関する住基システム改修に要する費用等

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,901 0 

総調００３ 項　　目　　名 住民登録関係事務費

予算書項目 住民基本台帳事務費 ページ 31 所　　属　　名

総務部総務調整局 
市民課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,657 諸収入 0 

計 3,657 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,657 0 

徴税費

目 賦課徴収費

補正前額 46,365 

要求額 6,078 

総務部長段階査定額 3,657 

一般会計 【問合せ先】税制係 0857-20-3411
 
【１０次総の施策体系】5301 

【事業の経過及び背景】
　市税賦課事務全般に係る事務補助職員の賃金等の人件費、個人市民税、法人市民税及び
軽自動車税の賦課システム、地方税における手続の電子化に係る保守費及び機器の借上料
等に要する経費全般。

【事業の目的及び効果】
　市税の適正かつ公正な賦課事務を遂行するため。

【事業の内容】
　平成３０年度課税分から適用する特別徴収税額通知書の変更に伴う印刷製本費の増額及
び平成３０年度課税分から適用される帳票の変更に伴う個人住民税課税資料管理システム
などのプログラム改修 等
　○変更される主な帳票
　　・特別徴収税額通知書 
　　・確定申告書 
　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００４ 項　　目　　名 賦課徴収費

予算書項目 賦課事務費 ページ 31 所　　属　　名

総務部総務調整局 
市民税課年度 H29

－ 3 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 500 

その他 500 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 500 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 500 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 1,727 

要求額 500 

総務部長段階査定額 500 

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401 

【事業の経過及び背景】 
　子どもの貧困対策を総合的に推進する「鳥取市子どもの未来応援計画」(平成29年３月
策定)において、「地域社会とのつながりと居場所づくり」を施策の柱と位置付け、「こ
ども食堂」の立上げや運営支援を行っている。

【事業の内容】
　市内企業からの寄付を受け、中央人権福祉センターにこども食堂の運営に必要な備品を
購入する。
　
　①米貯蔵庫、炊飯器（貸出用）   373千円
　②学習相談用　机、椅子　　　　 127千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

人００１ 項　　目　　名 中央人権福祉センター管理運営費

予算書項目 管理運営費 ページ 37 所　　属　　名

総務部人権政策監 
人権推進課年度 H29

－ 4 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 647 諸収入 0 

計 647 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 647 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 2,138 

要求額 647 

総務部長段階査定額 647 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-20-3153 
 
【１０次総の施策体系】5101 

【事業の内容】 
　平成２７年度地方創生加速化交付金（平成２８年度繰越分）の実績額の確定に伴い、過
大受入れとなっている交付金の返還を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　受入済み額　74,316,166円
 　　　確　定　額　73,669,828円
　　　過大受入額　   646,338円（返還額）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００１ 項　　目　　名 総合企画費

予算書項目 総合企画費 ページ 27 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 H29

－ 5 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,579 諸収入 0 

計 6,079 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,079 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 60,485 

要求額 10,079 

総務部長段階査定額 6,079 

一般会計 【問合せ先】移住定住促進係 0857-20-3184 

【１０次総の施策体系】3201 

【事業の経過及び背景】 
　各種情報の収集・発信機能を強化するとともに、相談者へのきめ細やかで親身になった
対応を行うため、平成１８年に「鳥取市定住促進・Ｕターン相談支援窓口」の開設と相談
員を１名配置し、現在は４名体制としている。平成２４年には首都圏・関西圏にそれぞれ
１名ずつの相談員を配置。平成２８年からは「鳥取市移住・交流情報ガーデン」を設置
し、移住定住コンシェルジュを３名配置し、合計９名の相談員により移住定住の促進を
図っている。

【事業の目的及び効果】
　移住（ＵＪＩターン）希望者に対し、就業・生活・住宅等の情報提供や相談を行い、
「選ばれるまち、住みたいまち」となるよう、より総合的・戦略的に移住定住促進の取組
を強化・加速化させる。
　ふるさと鳥取市・回帰戦略連絡会での民間との連携や、麒麟のまち圏域（１市６町）で
の広域連携により、さらに総合的・戦略的に移住定住の促進に取り組む。

【事業の内容】
「鳥取市へようこそようこそ奨励金」及び「鳥取市避難者への住宅支援事業補助金」の交
付件数が見込みを上回ったことによる増額補正を行う。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 500 0 

地００１ 項　　目　　名 人材誘致・定住促進対策事業費

予算書項目 総合企画費 ページ 27 所　　属　　名

企画推進部地域振興局 
地域振興課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 11,038 諸収入 0 

計 11,038 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 11,038 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 0 

要求額 11,038 

総務部長段階査定額 11,038 

一般会計 【問合せ先】コミュニティ支援係 0857-20-3171 
 
【１０次総合の施策体系】3101 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２９年１月から２月の大雪により、町内会等は生活道路の除雪活動に自主的に取り
組んだ。このような中、町内会等が実施する除雪活動にかか る費用が例年に比較し高額と
なり、地域コミュニティにおいて大きな負担となった 。
　平成２８年度は臨時的な支援を行ったが、大雪に対する市民生活の安全・安心確保のた
めの恒常的な支援制度の整備が求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　大雪時に町内会等が生活道路確保のため自主的に除雪活動を行うに当たり、その経費の 
一部を支援することで、地域コミュニティ活動の下支えを行うとともに、市民との協働に 
よる除雪対策の一助とする。 
 
【事業の内容】 
　大雪時に、町内会等が自主的に取り組む除雪活動を支援する 
 
　≪発動条件≫ 
　　鳥取市（北部または南部）に大雪注意報が発表されたとき 
　≪補助対象経費≫ 
　　町内会等が自主的に行う除雪活動に係る経費
　　（燃料費、除雪用具費、除雪委託料など） 
　≪補助率等≫ 
　　補助対象者　鳥取市自治連合会に加盟する各町内会 
　　補助率　　　３／４ 
　　補助限度額　５万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地００２ 項　　目　　名 地域コミュニティ除雪活動支援事業費

予算書項目 地域振興費 ページ 29 所　　属　　名

企画推進部地域振興局 
協働推進課年度 H29

－ 6 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 105 諸収入 0 

計 105 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 105 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 11,660 

要求額 290 

総務部長段階査定額 105 

一般会計 【問合せ先】市民総合相談課 0857-20-3158 

【１０次総の施策体系】3101 

【事業の経過及び背景】 
　 合併当初、市民サービスの向上と地元企業をPRするため、本庁舎市民談話室及び駅南
庁舎総合案内横にコピー機を設置した（コピー機の管理は設置業者が行う）。当該コピー
機が老朽化し、駅南庁舎設置のコピー機は修繕不可能のため撤去した。1日に市民が利用
する件数は平均24件であったが、撤去後は、市民からの問い合わせと多数の苦情が寄せら
れていた。
 
【事業の目的及び効果】 
　市民生活における諸手続きの利便性を向上し、市民サービスの充実を図る。
 
【事業の内容】 
　市民サービス用有料コピー機を駅南庁舎に設置する。本庁舎設置のコピー機の取扱いと
同等にするため、コピー機に取り付けるコインラックをリース契約して設置する。コピー
機は無料リース。保守、管理は設置業者が行い、必要に応じて総合案内で利用の支援等を
行う。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地００３ 項　　目　　名 市民相談費

予算書項目 市民相談費 ページ 25 所　　属　　名

企画推進部地域振興局 
市民総合相談課年度 H29

－ 7 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,148 諸収入 0 

計 3,148 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,148 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 1,791 

要求額 3,591 

総務部長段階査定額 3,148 

一般会計 【問合せ先】 事業者管理係 0857-20-3454

【１０次総の施策体系】1302

【事業の経過及び背景】
　介護保険制度の健全かつ適正な運営の確保を図るため、介護保険法に基づく介護保険施
設及び事業者に対して、法令等に基づく適正な事業実施を行うよう指導監督する。
  平成30年４月には、中核市への移行に伴い、現在県が所管している介護保険サービス事
業者、老人福祉施設、障害福祉サービス事業者及び児童福祉施設等への指導監督の権限が
移譲される。

【事業の目的及び効果】
　介護保険サービス事業者、老人福祉施設、障害福祉サービス事業者及び児童福祉施設等
に対して、法令等に基づく適正な事業実施を行うよう指導監督する。

【事業の内容】
　○平成30年４月の中核市移行に伴い設置される事務所の備品購入費　2,391千円

　○平成30年４月の介護保険制度改正に伴うシステム改修経費　757千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００１ 項　　目　　名 介護サービス事業所指導監督事業費

予算書項目 福祉指導監督事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,587 諸収入 0 

計 5,587 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,587 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 64,806 

要求額 5,587 

総務部長段階査定額 5,587 

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3451 

【１０次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　指定管理施設等の施設及び設備が老朽化し、利用者に不便を生じさせている。　　 

【事業の目的及び効果】 
　老朽化した施設の改修などを行い、利用者が安全かつ快適に施設を使えるよう環境を整
備する。 

【事業の内容】 
　○総合福祉センター舗装修繕工事　　　　　　4,652千円
　（設計変更に伴う増）

　○青谷町高齢者生活福祉センターやすらぎ（緊急対応）
　　　舗装修繕　　　　　　　　　　　　　　　　152千円
　　　給水管修繕　　　　　　　　　　　　　　　189千円

　○湯谷荘浴槽ろ過往き配管取替修繕（緊急対応）594千円　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００２ 項　　目　　名 社会福祉施設改修事業費

予算書項目 社会福祉施設整備費 ページ 35 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

－ 8 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,171 諸収入 0 

計 2,881 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,881 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 2,974 

要求額 2,881 

総務部長段階査定額 2,881 

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　社会福祉法人又は市町村が経営する社会福祉事業体が、その社会的な役 割の一環とし
て、生計困難者及び生活保護受給者の介護保険サービスの利用者負担を軽減 する制度を整
備し、実施することを国が推進している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　社会福祉法人等が生計困難者及び生活保護受給者の介護保険サービスの利用者負担を軽 
減することにより、サービス利用の促進を通じて、対象者の生活の安定と介護保険制度の 
円滑な実施を確保する。 
 
【事業の内容】 
　介護保険サービスを行う社会福祉法人等が、生計困難者又は生活保護受給者の利用者負 
担の軽減を行った場合に、軽減に要した費用の一部を助成する。 
　軽減措置を実施する事業所及び対象者の増に伴い、助成額を増額補正するもの。
 
　

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 710 0 

福００３ 項　　目　　名 社会福祉法人減免措置助成費

予算書項目 社会福祉法人減免措置助成費 ページ 35 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 2,695 △ 18,792 

一般財源 0 諸収入 21,487 

計 2,695 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,695 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 41,472 

要求額 2,695 

総務部長段階査定額 2,695 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-20-3474

【１０次総の施策体系】1303

【事業の経過及び背景】
　平成30年４月の中核市への移行に伴い、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事
業者の指定及び指導監査等の業務が鳥取市に権限移譲される。また、児童福祉法に基づく
障害福祉サービス事業者の指定及び指導監査等の業務については、平成31年４月以降中核
市に権限移譲される予定であるが、鳥取市保健所の設置に合わせ、平成30年４月に鳥取県
より本業務が移譲される。

【事業の目的及び効果】
　平成30年４月の中核市移行に合わせ、障害児施設指定管理システムを導入し、鳥取県か
ら移譲される児童福祉法に基づく障害福祉サービス事業所の指定及び指導監査業務を適切
に行う。

【事業の内容】
　●障害児施設指定管理システムの導入

※その他財源の繰入金は、地域振興基金繰入金。
　その他財源の諸収入は、県中核市関連負担金。

　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００４ 項　　目　　名 【中核市関連】事務費

予算書項目 事務費 ページ 35 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 H29

－ 9 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 70 諸収入 0 

計 70 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 70 0 

社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

補正前額 83 

要求額 70 

総務部長段階査定額 70 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-20-3474 
 
【１０次総の施策体系】1303 

【事業の経過及び背景】
　重度身体障がい者が地域において自立した生活を継続できるよう、緊急時の通報体制を
整備するもの。
 
【事業の目的及び効果】 
　ひとり暮らしの重度身体障がい者等に対し、緊急通報装置を設置し、緊急時における迅 
速かつ適切な対応を図るとともに、当該要援護者の福祉の向上を図る。 
 
【事業の内容】 
　ひとり暮らしの重度身体障がい者や重度障がい者のみの世帯等が、急病などの緊急時
に、 簡単な操作による通報で、協力員の助けなど迅速かつ適切な対応が図れるよう、緊急
通報 装置を設置する。
　実績見込みの増加に伴い、増額補正を行うもの。

　 
【事業の実績（過去３年）】 
　平成27年度実績  58千円 
　平成28年度実績  88千円 
　平成29年度見込 153千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００５ 項　　目　　名 緊急通報体制等整備事業費

予算書項目 緊急通報体制等整備事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,836 諸収入 0 

計 10,736 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,736 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 3,082 

要求額 10,736 

総務部長段階査定額 10,736 

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-20-3475 
 
【１０次総の施策体系】1303 
 
【事業の目的及び効果】　　 
　障害福祉サービス等の新規・変更・更新申請に必要な物品やシステムを整備し、円滑な
事務を行う。

【事業の内容】
　障害者総合支援法及び児童福祉法の改正に伴うH30.4月施行の制度改正及び報酬改定に
対応するため、現行システムの改修を行う。 
 
 【事業の実績（過去３年）】 
　平成27年度　4,608千円 
　平成28年度　2,913千円
　平成29年度 13,818千円（見込）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,900 0 

福００６ 項　　目　　名 障害者自立支援法施行事務費

予算書項目 障害者自立支援法施行事務費 ページ 37 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 H29

－ 10 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,181 諸収入 0 

計 84,719 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 84,719 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 442,673 

要求額 84,719 

総務部長段階査定額 84,719 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-20-3474 
 
【１０次総の施策体系】1303 
 
【事業の経過及び背景】 
　障害者総合支援法に係る障害福祉サービス費等の精算は、電子請求システムの導入によ 
り、平成19年10月から鳥取県国民健康保険団体連合会経由での精算方式となり、負担金で 
支出している。平成24年4月から、障がい児への通所支援については、児童福祉法上での 
サービスへと変更された。 
 
【事業の目的及び効果】 
　障がいのある児童の通所支援をし、もって障がい者福祉の増進を図る。 
 
【事業の内容】 
　障害児通所給付費等として、障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額障害児通 
所給付費などを支給する。
　実績見込みの増加に伴い、増額補正を行うもの。

【事業の実績（過去３年）】 
　平成27年度実績：384,750千円 
　平成28年度実績：445,619千円 
　平成29年度見込：527,392千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 63,538 0 

福００７ 項　　目　　名 国民健康保険団体連合会負担金（障がい児対象分）

予算書項目 障害児通所給付等事業費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6 諸収入 0 

計 26 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 26 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 25 

要求額 26 

総務部長段階査定額 26 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-20-3474 
 
【１０次総の施策体系】1303 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成24年度より障がい児通所支援事業（児童福祉法）の実施主体が県から市となったこ
とにより、障がい児通所支援事業の一つである「医療型児童発達支援」に関連する肢体 不
自由児通所医療費の給付についても市が実施することとなった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　障がいのある児童を支援し、もって障がい者福祉の増進を図る。 
 
【事業内容】 
　医療と療育を必要とする障がい児対象の「医療型児童発達支援（鳥取療育園等）」にお 
ける肢体不自由児通所医療費の給付を行う。
　実績見込みの増加に伴い、増額補正を行うもの。

【事業の実績（過去３年）】 
　平成27年度実績　34千円 
　平成28年度実績　26千円 
　平成29年度見込　51千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 20 0 

福００８ 項　　目　　名 肢体不自由児通所医療費

予算書項目 肢体不自由児通所医療費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 H29

－ 11 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,209 諸収入 0 

計 1,209 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,209 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 885,764 

要求額 1,209 

総務部長段階査定額 1,209 

一般会計 【問合せ先】育成係　0857-20-3465 

【１０次総の施策体系】1201
 
【事業の経過及び背景】
　離婚の増加によりひとり親家庭は増加している。平成２２年度よ り父子家庭、平成２４
年度より配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者も対象となった。また、 平成２８年度より多子
加算が増額された。 

【事業の目的及び効果】
　父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、 その自立を扶助し、児
童福祉の増進を図る。 

【事業の内容】
　平成２８年度事業実績に基づく国への返還金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００１ 項　　目　　名 児童扶養手当費

予算書項目 児童扶養手当費 ページ 39 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,260 諸収入 0 

計 4,260 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,260 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 2,986,608 

要求額 4,260 

総務部長段階査定額 4,260 

一般会計 【問合せ先】育成係　0857-20-3465 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】
　平成24年4月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したも の。 

【事業の目的及び効果】
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭にお ける子育て費用の負担
軽減を図り、もって児童の健全育成につなげる。 

【事業の内容】 
　平成２８年度事業実績に基づく国・県への返還金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００２ 項　　目　　名 児童手当費

予算書項目 児童手当費 ページ 39 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H29

－ 12 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,467 諸収入 0 

計 24,350 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 24,350 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 261,864 

要求額 24,350 

総務部長段階査定額 24,350 

一般会計 【問合せ先】管理企画係　0857-20-3461 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　近年の保育需要の増大により保育ニーズの低年齢化が進むなか、保育園の収容力不足の 
解消や幼保連携の推進を図るため、対応施設の整備が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　国の「保育所等整備交付金」・「認定こども園施設整備交付金」を活用して、民間法人 
の施設整備に対する助成を行い、保育園の定員を増加させ、待機 児童対策や、施設の老朽
化等に対する整備による園児・保育者等の安全性の確保を行う 。

【事業の内容】 
　認定こども園　さくら幼稚園・さくら保育園（鳥取市桜谷347）　 
　　○事業主体　　　学校法人　東部学園 
　　○整備内容　　　改築
　　○構造　 　　　　鉄骨造2階建て
　　○総事業費　　　706,397千円（見込） 
　　○助成額　　　　487,043千円（見込）【H29 24,350千円、H30 462,693円】 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 19,883 0 

健００３ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

予算書項目 私立保育園運営施設助成費 ページ 39 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市長段階査定額 1,847 0 

健００４ 項　　目　　名 施設管理費

予算書項目 施設管理費 ページ 43 所　　属　　名

健康こども部 
中央保健センター年度 H29

目 保健衛生総務費

一般会計 【問合せ先】予防係　0857-20-3191 

【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　市民の健康づくりの推進及び自主的な保健活動の振興に資するため、国府・用瀬・佐治 
・気高・鹿野・青谷地区に保健センターを、国府地域と一部旧鳥取市の地域の市民を対象 
に鳥取東健康福祉センターを設置している。 

【事業の目的及び効果】 
　各地区保健センター、鳥取東健康福祉センターの適切な維持管理をすることにより、保 
健事業のスムーズな運営を図る。 

【事業の内容】 
　青谷地区保健センターの老朽化した設備の修繕。 
　　①吸収式冷温水器（空調機）修繕　1,242千円
 　 ②ひさし修繕　　　　　　　　　　　605千円
　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、社会福祉法人青谷福祉会負担金

款 衛生費

項

0 

621 

地方債 0 

0 補正額

事業の概要　会計名

0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

補正前額 73,678 

要求額 1,847 

総務部長段階査定額 1,847 

保健衛生費

0 

その他 621 0 

一般財源 1,226 諸収入

計 1,847 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金

－ 13 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 制度融資資金

予算書項目 中小企業金融対策費 ページ 49 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H29

0 0 

事業の概要　会計名

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】商業振興係 0857-20-3222
 
【１０次総の施策体系】2103
 
【事業の経過及び背景】 
　本市の中小企業者に対して、小口融資等の一般資金のほか借換や新規事業等目的に合わ 
せた融資制度を設け、経営の安定化を図る。
 
【事業の目的及び効果】 
　資金調達コストを下げることで制度融資の金利を低利とできるよう、貸付実行した金融
機関に対し、協調割合に応じた市負担分を預託し原資の安定確保に資する。
（事業費には前年度以前融資残高に係る預託を含む）

【事業の内容】
　小規模事業者融資、創業支援資金の利用が増加していることと、災害等緊急対策資金の
災害に「平成２９年台風１８号及び２１号対策」が指定されたことなどにより増額補正を
行う。

　※その他財源の諸収入は、貸付金元利収入。

一般会計

款

市長段階査定額 250,182 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 8,163,435 

要求額 250,182 

総務部長段階査定額 250,182 

商工費

項

0 

その他 250,182 0 

一般財源 0 諸収入 250,182 

計 250,182 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 人材確保推進事業費

予算書項目 雇用対策事業費 ページ 49 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H29

0 0 

事業の概要　会計名

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】雇用政策係 0857-20-3134 
 
【１０次総の施策体系】2101 
 
【事業の目的及び効果】 
　ハローワーク鳥取管内の今年９月の有効求人倍率は１．５４倍で、２７か月連続して１
倍を超えており、市内企業における人材不足は喫緊の課題となっている。 
　この課題に対応するため、市内企業が求める人材を市内外から確保できるよう市内企業 
の認知度向上を進め、若年層の転入超過、地元企業の活性化を目指す。 
 
【事業の内容】 
　平成３０年３月２９日、岡山県で開催される合同企業説明会へ、市内企業と連携して参 
加し市内企業の認知度向上を高めることで、本市へのＵＪＩターン就職の推進を図る。な
お、平成２９年６月末をもって退職した産業人材確保推進担当コーディネーターの人件費
分が減額となっており、事業費全体としては減額の補正予算となっているが、雇用アドバ
イザーの業務分担見直しにより、ＵＪＩターン者の就職相談や就職マッチング支援の対応
を行っている。

一般会計

款

市長段階査定額 △ 513 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 11,433 

要求額 △ 513 

総務部長段階査定額 △ 513 

商工費

項

0 

その他 0 0 

一般財源 △ 513 諸収入 0 

計 △ 513 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金

－ 14 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 企業立地促進補助金

予算書項目 企業誘致促進事業費 ページ 49 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 H29

0 0 

事業の概要　会計名

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】誘致・支援係 0857-20-3223 

【１０次総の施策体系】2102 

【事業の目的及び効果】 
　　企業の立地を促進し、産業構造の高度化及び雇用機会の拡大を図る。 

【事業の内容】 
　　①鳥取市企業立地促進補助金 
　　　対象事業：製造業、自然科学研究所、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業 
　　　　　　　　など 
　　　補助金額：投資額×（３％又は５％）と正規雇用者数×30万円、常用雇用者数× 
　　　　　　　　10万円の合計額 
　　　交付条件：地方公共団体が取得・造成した工業団地に立地することなど 
　　　※対象事業ごとに一定の投資額及び新規常用雇用者数に要件あり。 
　　②労働生産性の向上を図る中小製造業の支援（1人当たり付加価値額の向上） 
　　　対象事業：中小企業等経営強化法（平成28年7月1日施行）※の認定等を受けた生産 
　　　性の向上を図る中小企業(製造業)等に対する補助。人材育成、コスト管理のマネジ 
　　  メントの向上や設備投資等、経営力を向上させるための取組を支援する。 
　　　補助金額：投資額×1/2、上限2500万円 
　　　交付条件：経営力向上計画の認定または経営革新計画の承認を受けた事業 
　　　　　　　　投資額1500万以上 
　　③鳥取市情報通信関連企業立地促進補助金 
　　　対象企業：情報処理・提供サービス業、ソフトウェア業 
　　　補助金額：専用通信回線使用料及び借室料の１／６の合計額 
　　　補助期間：操業から５年間 
　　　※対象事業ごとに一定の新規常用雇用者数に要件あり 
　
　誘致企業に対する今年度内の補助金交付予定を踏まえた増額補正を行うもの。

一般会計

款

市長段階査定額 546,649 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 826,596 

要求額 546,649 

総務部長段階査定額 546,649 

商工費

項

0 

その他 546,649 546,649 

一般財源 0 諸収入 0 

計 546,649 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００４ 項　　目　　名 地域総合整備資金貸付事業費

予算書項目 企業誘致促進事業費 ページ 49 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 H29

0 0 

事業の概要　会計名

地方債 1,500,000 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】誘致・支援係 0857-20-3223 

【１０次総の施策体系】2102 

【事業の経過及び背景】 
　企業の設備投資の計画が整い、当該企業が地域総合整備資金貸付金（ふるさと融資）制
度の活用希望を示したもの。
 
【事業の目的及び効果】 
　地域振興（雇用創出、地域力向上）に資する民間投資を行う企業に対し、長期の無利子 
資金を融資する。 

【事業の内容】 
　共和薬品工業株式会社が行う工場建設事業の事業費の一部に対して、地域総合整備資金
貸付制度を活用し、融資を行う。

　　申請予定先：共和薬品工業株式会社
　　融　資　額：１５億円 
　　貸付予定日：平成３０年９月予定

一般会計

款

市長段階査定額 1,500,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 1,500,000 

総務部長段階査定額 1,500,000 

商工費

項

0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,500,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金

－ 15 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

経００５ 項　　目　　名 コンベンション誘致支援事業費

予算書項目 各種団体補助金負担金 ページ 49 所　　属　　名

経済観光部 
観光戦略課年度 H29

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

3,450 

一般会計

款 商工費

項

その他財源の内訳

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,450 0 

商工費

目 観光費

補正前額 7,250 

要求額 3,450 

総務部長段階査定額

【問合せ先】観光政策係　0857-20-3227 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の目的及び効果】 
　本市で開催が決定したコンベンションの主催者に対し助成金を交付することにより、本 
市でのコンベンション推進と観光振興を図る。 
 
【事業の内容】 
　（公財）とっとりコンベンションビューロー及び（一社）鳥取市観光コンベンション協
会が行うコンベンション開催助成について、実績見込みに基づく増額を行う。
 
　＜とっとりコンベンションビューロー実施助成事業への補助＞
　　大規模なコンベンション開催事業を助成対象とするもの
　　　実績見込み　６，７００千円（３０団体程度）

　＜鳥取市観光コンベンション協会実施助成事業への補助＞
　　比較的小規模なコンベンション開催事業を助成対象とするもの
　　　実績見込み　４，０００千円（５５団体程度）

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,450 諸収入 0 

計 3,450 その他 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００６ 項　　目　　名 砂丘管理事業費

予算書項目 鳥取砂丘管理事業費 ページ 49 所　　属　　名

経済観光部 
鳥取砂丘・ジオパーク推進課年度 H29

一般会計 【問合せ先】鳥取砂丘・ジオパーク推進課 0857-20-3036 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】
　鳥取砂丘は、山陰海岸国立公園、ユネスコ世界ジオパークに認定された山陰海岸ジオ
パークに位置している。自然環境豊かな鳥取砂丘の保護・保全活動、観光客受け入れの環
境整備等を行い、貴重な地形・地質の管理及び観光地としての魅力向上を図ってきた。

【事業の目的及び効果】 
　鳥取砂丘周辺を訪れる観光客の受入れ環境を整備し、適切に管理することを目的とす 
る。 
　 
【事業の内容】 
　鳥取砂丘及び砂丘周辺の景観保全、維持管理、清掃、ゴミ処理 等の委託 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 30 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,491 0 

商工費

目 観光費

補正前額 30,289 

要求額 4,491 

総務部長段階査定額 4,491 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,461 諸収入 0 

計 4,491 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 16 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 318 諸収入 0 

計 318 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 318 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 24,432 

要求額 318 

総務部長段階査定額 318 

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】
　農産物の加工技術の習得・向上により地域農業の振興を図ることを目的に、市内各地に
農産物加工等施設を整備している。現在は、施設の効率的な運営管理と併せ、「鳥取市公
共施設再配置基本計画」に基づき、施設の地元移管等も進めている。
 
【事業の目的及び効果】
　劣化等による農産物加工等施設の修繕を行い、各施設の機能保全を図る。
 
【事業の内容】 
　鹿野そば道場の玄そば製粉機石臼目立て修繕

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００１ 項　　目　　名 農産物加工センター管理運営費

予算書項目 農産物加工センター管理運営費 ページ 45 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 403 諸収入 0 

計 403 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 403 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 8,263 

要求額 403 

総務部長段階査定額 403 

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　地域農業の振興により雇用創出や所得向上を図ることを目的に、市内各地に農作業場や
農機具保管庫等の共同利用施設を整備している。現在は、施設の効率的な運営管理と併
せ、「鳥取市公共施設再配置基本計画」に基づき、これら施設の地元移管等を進めてい
る。
 
【事業の目的及び効果】 
　経年劣化等による共同利用施設の修繕を行い、施設の機能保全を図るとともに、将来的
に地元等への移管の円滑化につなげる。
　
【事業の内容】 
　谷山畜産団地の引込開閉基盤取替修繕 
　鹿野町農業バイオセンターの産業廃棄物処理

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００２ 項　　目　　名 共同利用施設整備等事業費

予算書項目 共同利用施設整備等事業費 ページ 45 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

－ 17 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 2,528 2,527 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,528 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,528 0 

農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 62 

要求額 2,528 

総務部長段階査定額 2,528 

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　湖山池の水質浄化に向けた取り組みとして、平成24年3月から塩分導入が開始されたこ 
とに伴い、湖山池の水を農業に利用することができなくなったことを受け、将来的に湖山 
池周辺での農業・農地を維持していくための取組みとして、湖山池の水を利用しない飼料 
用作物の導入が行われることとなった。
 
【事業の目的及び効果】 
　県との共同出資による基金を設置し、湖山池周辺の集落営農組織が行う大規模飼料作の 
取組み等を支援することにより、経営の安定化による農業・農地の維持に寄与する。 

【事業の内容】 
　補助対象事業者：①湖山町瀬地区営農組合
　　　　　　　　　②西桂見地区営農組合
　　　　　　　　　③三津牧草生産組合
　補助内容：飼料作物の収穫量の減による収益の大幅減に対する補てん。
　補助率：１０/１０
　
　

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 1 

農００３ 項　　目　　名 鳥取市大規模飼料作経営安定化基金事業費

予算書項目 湖山池汽水湖化に対応した大規模飼料作経営安定化推進事業費 ページ 47 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 958 諸収入 0 

計 2,871 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,871 0 

農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 0 

要求額 2,871 

総務部長段階査定額 2,871 

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係　0857-20-3238 

【１０次総の施作体系】2104 

【事業の経過及び背景】
　中山間地域では、小規模な集落単位等で地域の水田農業を支えている農業者が数多くあ
り、今後、中山間地域で水田農業を担う農業者の確保など、当該地域における水田農業の
維持・発展を図ることが課題となっている。
　本市では、これらの課題解決のため鳥取県と連携した補助制度を平成28年度に創設し、
中山間地域の水田農業を支援している。

【事業の目的及び効果】
　小規模な集落単位等で地域の水田農業を支えている農業者の機械等導入経費を支援し、
中山間地域における生産活動の持続につなげる。

【事業の内容】
　補助対象事業者：認定農業者、認定新規就農者などを除く農業者で、農地経営面積が
　　　　　　　　　2.5ha以上又は、経営集積率が25％以上の者。
　補助対象経費：当該地域の水田農業の維持・発展に必要な農業用機械の導入経費
　補助率：１／２（県１／３、市１／６)

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,913 0 

農００４ 項　　目　　名 中山間地域を支える水田農業支援事業補助金

予算書項目 意欲ある担い手支援事業費 ページ 47 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 6,250 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,250 0 

林産業費

目 林業振興費

補正前額 0 

要求額 6,250 

総務部長段階査定額 6,250 

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経緯及び背景】 
　木材の安定供給を目指し、平成21年度より鳥取県緑の産業活力創生プロジェクトに取り
組み、平成28年度で原資である基金を全額執行した。平成29年度からは、日新バイオマス
発電㈱からの返納金を原資とし、継続して取り組む方針となった。 

【事業の目的及び効果】 
　林業・木材産業の成長産業化を実現するため、路網の整備等を実施し、県産材の安定
的・効率的な供給体制の構築を図る。 

【事業の内容】 
　林業事業者への林業機械導入を支援する（フォワーダ１台） 
　補助率：１／２（県費１００％）

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,250 0 

農００５ 項　　目　　名 森林整備加速化・林業再生事業費補助金

予算書項目 森林整備加速化・林業再生事業費 ページ 47 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,080 諸収入 0 

計 1,080 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,080 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 1,107 

要求額 1,080 

総務部長段階査定額 1,080 

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236

【１０次総の施策体系】2104

【事業の経過及び背景】
　　魚価低迷、燃油・資材高騰等厳しい経営環境の中で、将来にわたって自立的・安定的
　な漁業経営を目指し、県の制度と連携し漁業経営の効率化を図る。

【事業の目的及び効果】
    漁業経営改善計画に基づき取り組む漁業者の所得を向上させることにより、漁業
　後継者確保を図る。

【事業の内容】
  　省エネ等経費の削減に資する機器の購入経費や温暖化等による海の変化に対応す
　るための漁法転換経費を助成。事業実施者の２名増。
　　補助率：１／６

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００６ 項　　目　　名 省エネ漁業推進事業費

予算書項目 省エネ漁業推進事業費 ページ 49 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H29

－ 19 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,700 諸収入 0 

計 5,100 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,100 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 5,340 

要求額 5,100 

総務部長段階査定額 5,100 

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】
　沖合底びき網漁業は、本市特産品「松葉がに」「ハタハタ」等の特産物を漁獲し、鳥取
市の総水揚げの約７割、金額にして約１０億円を占める鳥取市 の基幹漁業であり、波及効
果などを考慮すれば、東部地域の経済や観光において重要な 漁業である。しかし、漁船購
入等の初期投資は極めて高額で、漁船等の維持管理費もか なり経費を要することや乗組員
等の不足、魚価の低迷等の理由で経営体は減少しており （Ｈ５＝１２隻、Ｈ２６＝６
隻）、このままでは沖合底びき網漁業の存続や関連産業への影響が懸念される。 

【事業の目的及び効果】
　意欲ある漁業者に対して漁船リース事業及び漁船の継続利用の ための機器等整備事業を
推進する事により、本市の漁獲高の大半を占める沖合底びき網漁 業の衰退を防止し本市の
漁業振興を図る。 

【事業の内容】 
　作業省力化に資する機器整備に対して支援する。２隻の増（ハタハタ選別機）。
　補助率：１／２

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,400 0 

農００７ 項　　目　　名 沖合底びき網漁業生産体制存続事業費

予算書項目 沖合底びき網漁業生産体制存続事業費 ページ 49 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H29

－ 20 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 500 諸収入 0 

計 500 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 500 0 

土木管理費

目 土木総務費

補正前額 0 

要求額 500 

総務部長段階査定額 500 

一般会計 【問合せ先】事業調整係　0857-20-3253
 
【１０次総の施策】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取砂丘コナン空港と鳥取港の両港の持つ賑わいの場としての機能を最大限に活かし、 
ツインポート化による相乗効果により、一体感のある賑わい拠点とするため、両港を最短 
距離で結ぶ連絡道路を整備し、アクセス性の向上、観光振興、交流促進や地域活性化を図 
る。 
 
【事業の目的及び効果】 
　一般県道鳥取空港賀露線（L=1.6km）の開通に伴い、開通式典・記念イベントを開催し
て供用開始を広くアピールし、県内外の観光入込客や地域住民の利用促進を図る。 
 
【事業の内容】 
　平成３０年３月に予定されている一般県道鳥取空港賀露線開通記念ウォーキングの
開催経費に対する助成。（鳥取砂丘コナン空港～マリンピア賀露）
　主催：（仮称）県道鳥取空港賀露線記念事業実行委員会

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００１ 項　　目　　名 一般県道開通記念事業費

予算書項目 道路開通記念事業費 ページ 51 所　　属　　名

都市整備部 
都市企画課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 432 諸収入 0 

計 432 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 432 0 

土木管理費

目 土木総務費

補正前額 20,170 

要求額 432 

総務部長段階査定額 432 

一般会計 【問合せ先】事業調整係　0857-20-3253 
 
【１０次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　山陰道鳥取西道路「浜村鹿野温泉ＩＣ～青谷ＩＣ」間は平成２９年中の供用、 また「鳥
取西ＩＣ～浜村鹿野温泉ＩＣ」間は平成３０年中の供用開始に向けて事業が進められてい
る。現在、早期供用に向け国・県・市が連携し関係集落との調整を実施 しているが、付随
する周辺地域環境整備も関係機関との連携により順次事業を進めている 。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取西道路の整備にあわせ、事業地周辺の生活環境等の整備を一体的に実施していくこ
とで、国・県・市等の関係機関と地元集落との事業推進体制を緊密なものとし、 進捗が遅
れている鳥取西ＩＣ～浜村鹿野温泉ＩＣ間の円滑な事業推進と山陰道の 早期全線開通を図
る。 
　また、鳥取西道路の部分開通による交通量の状況把握に努める。
 
【事業の内容】 
　市道福井９号線交通量調査業務　４３２千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００２ 項　　目　　名 鳥取西道路周辺環境整備事業費

予算書項目 鳥取西道路建設関連事業費 ページ 51 所　　属　　名

都市整備部 
都市企画課年度 H29

－ 21 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 69 諸収入 0 

計 69 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 69 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 18,978 

要求額 69 

総務部長段階査定額 69 

一般会計 【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【１０次総の施策体系】4202 

【事業の経過及び背景】 
　合併前の気高町で運行していた福祉バスを、平成18年7月から、道路運送法第78条に基
づく自家用有償運送（市町村運営有償運送）による「鳥取市気高循環バス」として運行し
ている。
　このうち、気高循環線・瑞穂線で使用している車両（初年度登録：平成12年６月、平成
29年10月末時点の走行距離：601,244㎞）は経年劣化により床板が落下しているなど、利
用者に危険が及ぶ可能性のある状態にある。

【事業の内容】 
　当該車両に代わる車両のリース代：69千円
　　※納車まで２月程度必要とのことから、平成30年３月分のみのリース料

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００３ 項　　目　　名 市町村有償運送事業費

予算書項目 生活交通確保対策事業費 ページ 29 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 142 諸収入 0 

計 142 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 142 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 4,922 

要求額 142 

総務部長段階査定額 142 

一般会計 【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【１０次総の施策体系】4202 

【事業の経過及び背景】
　中心市街地活性化策の１つとして、平成16年１月に本格運行を開始した100円循環バス
『くる梨』は、年々利用者が増加し、平成28年度の利用者は381,912人となっている。
　平成25年４月から運行した”緑コース”は、中心市街地内の回遊性をより一層高めるこ
とを目的に運行してるが、交通量の多い区域を運行しているため、慢性的に遅延が発生し
ている。
　このため、利用者・運行事業者への聞き取りや交通量調査等を行ってきた。

【事業の内容】 
　定時性や安全性等を確保し利便性を向上させるため、中央郵便局東側を経由するルート
から、市営駐輪場前を通るルートに変更する。
　これに伴い、バス停の『中央郵便局』を『市営駐輪場前』に移設する。
　　○バス停留所等移設費：142千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００４ 項　　目　　名 １００円循環バス利用促進費

予算書項目 １００円循環バス運行事業費 ページ 29 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 H29

－ 22 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 18,923 諸収入 0 

計 18,923 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 18,923 0 

河川費

目 河川総務費

補正前額 55,817 

要求額 19,123 

総務部長段階査定額 18,923 

一般会計 【問合せ先】　河川係　0857-20-3256 

【１０次総の施策体系】　4102 

【事業の経過及び背景】
　豪雨時に宅地等への浸水被害が発生することから、河川はん濫を未然に防ぐ浸水対策事
業の実施、また、既設ポンプ場の点検・修繕並びに緊急排水ポンプの設置を行い、市民へ
の安全・安心を確保する。

【事業の目的及び効果】 
　豪雨時等に、鳥取・河原・青谷地区の浸水想定区域に緊急排水ポンプを設置し浸水被害
を防ぐ。また、浸水被害を受けている地区において、今後発生する豪雨等の際、適切な対
応を行うため、浸水区域の調査、内水対策の方向性を検討するための業務を実施し、市民
への安全・安心を確保する。

【事業の内容】 
  　排水ポンプ光熱水費、燃料費　　　　　７６６千円
　河原町佐貫地内内水対策検討業務　４，９１１千円
　杉崎地内ほか浸水痕跡調査業務　　１，２９０千円
　緊急排水ポンプ設置業務　　　　１１，９５６千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００５ 項　　目　　名 治水対策事業費

予算書項目 治水対策事業費 ページ 53 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,012 諸収入 0 

計 3,012 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,012 0 

都市計画費

目 公園管理費

補正前額 221,031 

要求額 4,429 

総務部長段階査定額 3,012 

一般会計 【問合せ先】　公園係　0857-20-3273 

【１０次総の施策体系】　4201 

【事業の経過及び背景】
　平成２９年４月、国からの譲与により、正式に安長堤防林の西側約半分が市有地となっ
た。
　近年、経年による枯れ枝の落下や積雪に伴う倒木などがみられ危険な状況であり、住民
によるこれまでの管理では対応できないことから、市による適切な維持管理の要望が寄せ
られている。

【事業の目的及び効果】 
　市民に親しまれる緑地として適切な維持管理を行う。

【事業の内容】 
　安長土手維持管理業務　　２，７４７千円

　スポーツ広場緊急業務　　　　２６５千円
（台風等の豪雨時に、千代川倉田緑地及び千代川緑地内のトイレ、倉庫を撤去する。）

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００６ 項　　目　　名 都市公園等管理費

予算書項目 公園管理費 ページ 55 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 H29

－ 23 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 7,800 0 

その他 0 0 

一般財源 512 諸収入 0 

計 24,934 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 24,934 0 

道路橋梁費

目 道路新設改良費

補正前額 1,138,274 

要求額 24,934 

総務部長段階査定額 24,934 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3261 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　平成２９年２月の大雪では、連続した除雪作業により路側の雪が大きくせり出し、幅員
の確保が困難となり、交通障害を引き起こした。 
　そのような場合には排雪作業が必要であり、ロータリー除雪車を整備することで、ダン
プトラックとの組み合わせで効率的な除雪を図り、幅員を確保する。
 
【事業の目的及び効果】 
　ロータリー除雪車を整備をすることで、道路利用者の安全な道路環境を確保する。 
　 
【事業の内容・実績】 
　防災・安全交付金（道路局）
　・ロータリー除雪車　１台 

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16,622 0 

都００７ 項　　目　　名 防災・安全交付金事業費

予算書項目 地方道路整備交付金事業費 ページ 53 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 480 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 480 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 480 0 

土木管理費

目 建築指導費

補正前額 2,850 

要求額 480 

総務部長段階査定額 480 

一般会計 【問合せ先】審査係、建築指導係　0857-20-3281 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の経過及び背景】 
　　建築基準法に基づく建築確認申請の審査・確認・検査及び建築指導、また建設リサイ 
　クル法による指導など、建築指導行政の充実を図ることにより建築物の安全性を確保す 
　るとともに安全安心なまちづくりに努める。　 
 
【事業の目的及び効果】 
　　建築指導担当者を対象とした研修会等へ参加することにより、建築基準法等関係法令 
　に関する知識を習得するとともに、各自治体で起こっている課題・問題点について意見 
　交換を行い研鑽を深めることにより、本市の建築行政に役立てる。 
 
【事業の内容】 
　　鳥取市内の土地について、建築基準法第４２条第２項の規定に基づく指定処分が存在
　しないことを確認するむねの訴訟をうけ、第１審勝訴、第２審（控訴審）敗訴となり鳥
　取市が行った処分の正当性を訴訟で確認するための上告着手金および控訴審に係る交通
　費。

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 480 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００８ 項　　目　　名 建築指導事務費

予算書項目 事務費 ページ 51 所　　属　　名

都市整備部 
建築指導課年度 H29

－ 24 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００１ 項　　目　　名 校区審議会運営事業費

予算書項目 校区審議会運営事業費 ページ 57 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H29

一般会計 【問合せ先】校区審議室 0857-20-3089 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　平成２９年１０月３１日に第１３期校区審議会から「中間まとめ」が提出された。その
中で、早急な議論が必要な学校区とされている江山中学校エリアについて、今年度中の答
申を目指し集中審議がなされており、学校視察など審議を重ねる過程において校区審議会
の開催回数が増えることとなった。 また、議論が急がれる他の地域においても方向性がま
とまった校区から部分答申を行うこととしている。

【事業の目的及び効果】 
　これまで審議会で整理されてきた学校区の課題について、その克服に向けた具体的な方
策の例示や答申に向けた議論がなされ、校区課題の解決が加速される。

【事業の内容・実績】 
　校区審議会開催回数増（6回→9回）により委員等報酬、食糧費の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 216 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 482 

要求額 216 

総務部長段階査定額 216 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 216 諸収入 0 

計 216 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００２ 項　　目　　名 学校維持補修費（小学校・通常）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 57 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H29

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】
　各小学校で発生する施設の不具合について修繕を行っている。

【事業の目的及び効果】
　各小学校で発生している消防用設備及び電気工作物の不具合について修繕を行うことに
よって、安全な学校環境と災害発生時における設備機能を確保する。

【事業の内容】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　法定点検により指摘を受けた消防用設備の修繕
　　・小学校２１校　呼水槽修繕等　　　　１，６４６千円
 
　保守点検により停電等のおそれがあると指摘された電気工作物の修繕
　　・小学校２校　　高圧ケーブル修繕等　１，５３９千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,185 0 

小学校費

目 学校管理費

補正前額 59,411 

要求額 6,036 

総務部長段階査定額 3,185 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,185 諸収入 0 

計 3,185 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 25 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００３ 項　　目　　名 学校維持補修費（中学校・通常）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 57 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H29

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　各中学校で発生する施設の不具合について修繕を行っている。

【事業の目的及び効果】
　各中学校で発生している消防用設備の不具合について修繕を行うことによって、安全な
学校環境と災害発生時における設備機能を確保する。

【事業の内容】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　法定点検により指摘を受けた消防用設備の修繕
　　・中学校９校　火災受信機不良修繕等　９，３６８千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,368 0 

中学校費

目 学校管理費

補正前額 29,226 

要求額 9,382 

総務部長段階査定額 9,368 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 9,368 諸収入 0 

計 9,368 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００４ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 39 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H29

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　合併前の鳥取地域の児童クラブは保護者会への委託方式、合併地域の児童クラブは直営 
方式でそれぞれ運営していたが、平成１８年度から全てのクラブを委託方式に移行し現在 
に至る。近年、児童クラブのニーズが高まり入級児童数が増加している。 

【事業の目的及び効果】 
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に、遊び及び生活の 
支援を行い、児童の心身共に健全な育成を図る。 

【事業の内容】 
　国庫補助である子ども・子育て支援交付金の単価改定を委託料に反映させ、運営を円滑 
にする。 
　・委託料の増額　　50クラブ（富桑小、浜坂小、明徳小他）財源：国1/3、県1/3

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,814 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,723 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 498,811 

要求額 2,723 

総務部長段階査定額 2,723 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 909 諸収入 0 

計 2,723 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 26 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００５ 項　　目　　名 小学校３～６年生における３５人学級実施事業費

予算書項目 小学校３５人学級実施事業費 ページ 57 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H29

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　小学校１・２年生を対象に、義務教育への導入時における学校生活への適応の円滑化、
基本的な生活習慣の習得、基礎学力の定着を図るなど様々な教育課題を解決するため、平
成１４年度から３０人学級を実施している。平成２４年度から新たに小学校３～６年生を
対象に１/２協力金方式で３５人学級を実施することとなった。
　本年度は学級数を２０学級と見込んでいたが、学校基本調査（毎年５月１日実施）にお
いて、１６校２２学級に確定した。

【事業の目的及び効果】
　児童一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、児童の生活指導及び基礎学力の定着が
図られる。

【事業の内容】 
　本年度は、１６校２２学級で実施となったため、県への協力金を増額補正する。
　１／２協力金方式（教員１人当たり２００万円を県へ拠出する方式）

　平成２７年度：４６，０００千円
　平成２８年度：３２，０００千円
　平成２９年度：４４，０００千円（見込）

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,000 0 

小学校費

目 教育振興費

補正前額 40,000 

要求額 4,000 

総務部長段階査定額 4,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,000 諸収入 0 

計 4,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００６ 項　　目　　名 集会所管理費

予算書項目 社会教育施設管理費 ページ 59 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　公民館以外に生涯学習・スポーツ課所管施設として、地域における生涯学習の推進及び 
地域の活性化を目的として設置されている集会所の適切な維持管理を行っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　消防用設備点検により指摘を受けた設備の修繕等を行い、安心・安全な施設運営を図
る。 
 
【事業の内容】 
　国府町コミュニティセンター誘導灯器具取替。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 80 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 56,229 

要求額 254 

総務部長段階査定額 80 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 80 諸収入 0 

計 80 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 27 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００７ 項　　目　　名 さじアストロパーク運営管理費

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 59 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取県が推称する「星鳥県」効果により、さじアストロパーク利用者増加に対応するよ
う適切な維持管理を行っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取市の生涯学習の拠点であり、天文教育や理科教育を担うとともに、県外からの多数 
の来館者により地域の振興に寄与することを目的とし、消防用設備点検により指摘を受け
た設備の修繕等を行い、安心・安全な施設運営を図る。
 
【事業の内容】 
　人件費（共済費、賃金）の増額　１，０８６千円　　　　　　　 
　防火シャッター修繕　３０３千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,389 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 50,681 

要求額 1,389 

総務部長段階査定額 1,389 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,389 諸収入 0 

計 1,389 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００８ 項　　目　　名 キャンプ地誘致推進事業費

予算書項目 オリンピック関連事業費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 

【１０次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　２０２０東京オリンピック・パラリンピックキャンプ地誘致を行う上で、ホープスナ
ショナルチームの合宿受入れを通して、ワールドカデットチャレンジ卓球大会が平成３０
年１０月下旬に コカ・コーラウエストスポーツパーク県民体育館で開催されることが決定
した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　世界・全国規模のスポーツ大会を本市で開催し、大会運営等の実績を積み、東京オリン
ピック・パラリンピックのキャンプ等誘致につなげる。 
 
【事業の内容】 
　ワールドカデットチャレンジ実行委員会負担金。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 330 0 

保健体育費

目 体育振興費

補正前額 1,700 

要求額 330 

総務部長段階査定額 330 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 330 諸収入 0 

計 330 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 28 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００９ 項　　目　　名 地区体育館管理費

予算書項目 地区体育館管理費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　市民の体育振興と健康増進に寄与するよう、地区体育館の適切な維持管理を行ってい
る。

 【事業の目的及び効果】 
　消防用設備点検により指摘を受けた設備の修繕等を行い、安心・安全な施設運営を図
る。

【事業の内容】 
　人件費（賃金）の実績による減額　△７７８千円
　鹿野町農業者トレーニングセンター非常用発電機バッテリー交換　１６９千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 △ 609 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 41,891 

要求額 △ 609 

総務部長段階査定額 △ 609 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 △ 609 諸収入 0 

計 △ 609 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１０ 項　　目　　名 体育施設管理費

予算書項目 体育施設管理費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　市民の体育振興と健康増進に寄与し市民サービスの向上に繋がるよう、主要な体育施設
に指定管理者制度を導入し、適切な維持管理を行っている。
 
【事業の目的及び効果】 
　消防用設備点検により指摘を受けた設備の修繕等を行い、安心・安全な施設運営を図
る。

【事業の内容】 
　鳥取市武道館非常用発電機修繕。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 189 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 139,120 

要求額 189 

総務部長段階査定額 189 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 189 諸収入 0 

計 189 その他 0 

行財政改革課処理欄

－ 29 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１１ 項　　目　　名 サッカー場整備費

予算書項目 サッカー場整備費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　サッカー場の適切な整備を行っている。

【事業の目的及び効果】 
　本年１０月の（一財）鳥取県サッカー協会からの寄付を活用し、観客・利用者の利便性
を高めるよう、バードスタジアム・若葉台スポーツセンター等の整備を行う。 
 
【事業の内容】 
　バードスタジアム防鳥対策改修　１，３００千円
　若葉台スポーツセンター備品購入費（鏡、テント）　２００千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,500 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 0 

要求額 1,500 

総務部長段階査定額 1,500 

地方債 0 1,500 

その他 1,500 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,500 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１２ 項　　目　　名 仁風閣・宝扇庵管理費

予算書項目 仁風閣・宝扇庵管理費 ページ 59 所　　属　　名

教育委員会事務局 
文化財課年度 H29

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 

【１０次総の施策体系】3302 

【事業の経過及び背景】 
　平成元年に購入した仁風閣の小型除雪機が今年２月に故障した。

【事業の目的及び効果】 
　入館者の安全な歩行路確保や緊急車両の進入路確保のため、小型除雪機を購入するも
の。

【事業の内容】 
　 小型除雪機購入　１台

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 534 0 

社会教育費

目 文化財保護費

補正前額 19,154 

要求額 534 

総務部長段階査定額 534 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 534 諸収入 0 

計 534 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 34,895 諸収入 0 

計 34,895 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 34,895 0 

選挙費

目 市長選挙費

補正前額 18,588 

要求額 34,895 

総務部長段階査定額 34,895 

一般会計 【問合せ先】選挙係　0857-20-3386 

【１０次総の施策体系】5301 

【事業の目的及び効果】 
　任期満了による鳥取市長選挙を執行する。

【事業の内容】 
・市長選挙の投票所及び期日前投票所、開票所、選挙公報発行費等に係る経費
・任期満了日　　平成３０年４月１４日 
・選挙予定期日　平成３０年３月２５日 
・告示予定日　　平成３０年３月１８日 
・投票区　　　　９２ 
・投票時間　　　午前７時から午後８時まで（一部投票時間１時間繰上） 
・期日前投票所　告示の翌日から期日の前日まで（６日間）　 
　　　　　　　　福祉文化会館及び各総合支所
　　　　　　　　　午前８時３０分から午後８時まで 
　　　　　　　　イオンモール鳥取北
　　　　　　　　　午前１０時から午後８時まで（※最終日は午後７時まで） 
　　　　　　　　鳥取大学と鳥取環境大学で各１日 
　　　　　　　　　午前１０時から午後６時まで

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

各種００１ 項　　目　　名 市長選挙費

予算書項目 市長選挙費 ページ 33 所　　属　　名

選挙管理委員会事務局 
年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,603 諸収入 0 

計 4,603 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,603 0 

選挙費

目 市長選挙費

補正前額 0 

要求額 4,603 

総務部長段階査定額 4,603 

一般会計 【問合せ先】選挙係　0857-20-3386 

【１０次総の施策体系】5301 

【事業の目的及び効果】
　任期満了による鳥取市長選挙の執行に伴い、選挙運動費用の負担を行う。

【事業の内容】 
　平成３０年３月２５日執行予定の鳥取市長選挙における候補者の選挙運動費用の負担を
行う。
　負担内容：選挙葉書、選挙運動用自動車、選挙運動用ビラ、掲示場用ポスター

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

各種００２ 項　　目　　名 市長選挙運動費負担金

予算書項目 市長選挙費 ページ 33 所　　属　　名

選挙管理委員会事務局 
年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００１ 項　　目　　名 佐治町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 27 所　　属　　名

佐治町総合支所 
地域振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】佐治町総合支所 地域振興課 0858-88-0211 

【１０次総の施策体系】 5301　 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市佐治地域の拠点である総合支所庁舎および豪雪山村開発総合センター（プラザ佐
治）の維持管理を行う。昭和４６年３月供用開始。 
　支所庁舎：２階建。１階：受付及び事務所等、２階：会議室等。 
　プラザ佐治：３階建。１階：産業建設課倉庫、２階：防災備蓄倉庫等、３階：未利用。 
　併せて、千代南中学校開設で廃校となった旧佐治中学校の維持管理を行う。 

【事業の目的及び効果】
　旧佐治中学校の消防用設備等点検の結果、不備が認められたため是正し、利用者の安全
を確保する。

【事業の内容】 
　消防用設備（自動火災報知機等）の取付・取替を行う。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 410 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 7,594 

要求額 415 

総務部長段階査定額 410 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 410 諸収入 0 

計 410 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

1,933 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,933 諸収入 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

補正前額 9,013 

要求額 4,956 

総務部長段階査定額 1,933 

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】気高町総合支所 地域振興課 0857-82-0011 

【１０次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　地域振興の拠点・地域防災の拠点として旧庁舎を取り壊し、現在、耐震性能を備えた庁
舎を改築中であり、本庁舎については、平成３０年３月３１日に完成予定である。
　
【事業の目的及び効果】 
　平成３０年４月より、本庁舎での業務再開に向けて必要な備品等を整備し、住民サービ
スの向上を図る。
　
【事業の内容】 
　庁舎電話機等の購入及び共架電話ケーブル撤去を行う。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

0 

市長段階査定額 1,933 0 

総務管理費

目 財産管理費

支所００２ 項　　目　　名 気高町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 27 所　　属　　名

気高町総合支所 
地域振興課年度 H29
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

141,267 平成 29 年 ～ 35 年度 29,666 111,601

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　内部事務システムの現行システムによる延長利用にあたっては、現行機能の改善・強化と、”公会計対応”など
の新機能の追加を行い、単なるシステム機能の継続利用だけにとどまらない構築を行う。
　システム調達に当たっては、安定したサービス提供の維持するため、平成３１年４月の稼働開始に向けた、シス
テム構築と運用保守（５年間）を併せた７年の包括委託契約とし、稼働開始後の平成３１年４月からの費用負担と
する。
　平成３１年４月のシステム稼働とするためには、十分なシステム開発期間を考慮すると、平成２９年度から調達・
契約事務を進めていく必要があるため、債務負担行為により当該期間の予算を確保するものである。

　なお、同システムは、東部広域行政管理組合と共同利用のため、費用を職員数の割合により負担按分してい
る。（東部広域分：約２１％（平成２９年４月時点））

平成23年4月　：現行の内部事務システム稼働
平成28年度～：内部事務システム再構築プロジェクト（庁内検討組織）の立上げ。
　　　　　　　　　　検討会にて、内部事務システムの”現行延長利用”による対応を決定。

＜構築スケジュール＞
　仕様検討・要件確定　：平成２９年１０月～１２月
　契約手続・発注 　　　 ：平成３０年１月～２月
　システム構築　　　　　 ：平成３０年２月～平成３１年４月
　システム稼働　　　　　 ：平成３１年４月

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　本事業は、平成２３年４月から稼働させている内部事務システムが、平成３２年1月にOS対応等の保守期間が
終了することから、現行システムのバージョンアップ版による延長利用するための所用のシステム対応を平成３１
年４月の稼働開始に向けて実施するものである。

事 業 名 担 当 課

内部事務システム管理費 情報政策課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

2,000 平成 29 年 ～ 30 年度 2,000

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　平成３０年に生誕１４０年を迎える音楽家”岡野貞一”を顕彰する「岡野貞一生誕１４０年記念事業」の実施のた
め、実施主体となる「童謡・唱歌のふるさと鳥取」企画実行委員会の活動を支援する。以下のような顕彰事業を実
施予定。

　〇メイン事業：岡野貞一生誕１４０年記念講演&コンサート
　　[日程]平成３０年４月１４日（土）
　　[会場］とりぎん文化会館（梨花ホール）
　　[内容］講演：岡野貞一の生涯と功績（予定）（講師：わらべ館専門員）
　　　      コンサート：地元合唱団（小学校、少年少女等）の合唱、歌手のコーナー等

　〇関連事業：特別展示
　　[日程]平成３０年４月１４日（土）の前後２～３週間程度
　　[会場]わらべ館１階　エントランスホール（無料ゾーン）
　　[内容］岡野貞一の生涯がわかる解説パネルを作成するほか、岡野貞一の作品が掲載された楽譜集などの
　　　　　　 資料を展示

平成２０年度　岡野貞一生誕１３０年記念事業
平成２６年度　唱歌「ふるさと」生誕１００年記念事業及び永井幸次生誕１４０年記念事業

平成３０年４月の開催となるため、平成２９年度中より開催準備を進める必要がある。
　　　　　　　　　　　　［市］　　　　　　　　　　　　［実行委員会］
　平成３０年１月　　補助金交付決定 　　　　補助金交付申請、実行委員会開催、契約事務、チラシ等作成
　　　　　　　 ２月　　　　　　　　　　　　　　　　　広報（チラシ配布等）
　　　　　　　 ３月　　　　　　　　　　　　　　　　　実行委員会開催
　　　　　　　 ４月　　補助金概算払い　　　 　記念事業実施
　　　　　　　 ５月　　　　　　　　　　　　　　　　　実行委員会開催
                ６月    精算（額の確定）　　　　 実績報告

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　鳥取市は、岡野貞一、永井幸次など優れた童謡・唱歌の音楽家を輩出している。その作品は現在でも全国で
愛されており、市民の誇りであるとともに貴重な財産でもある。このように市民の心に深く根付いた童謡・唱歌の更
なる普及啓発を通じ、文化振興の一層の促進を図る。

事 業 名 担 当 課

岡野貞一生誕１４０年記念事業費 文化交流課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

5,295 2,647 2,648

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　学習教室を市内に開設し、支援対象者に対し、必要な学習支援を行う。

　生活保護世帯の児童・生徒に対する学習支援については平成25年度から、また、ひとり親家庭の生徒に対す
る支援については平成29年度から行っており、生活福祉課とこども家庭課で共同で契約している。

　債務負担行為を設定することにより、支援対象者に対し、切れ目のない支援が可能となる。
　【スケジュール】
　　　平成３０年１月　公募型プロポーザル
　　　平成３０年２月　選定
　　　平成３０年４月　契約締結、事業開始

平成30年度

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　生活保護世帯又はひとり親家庭の児童・生徒は、家庭の環境により経済的に不安定な状況に置かれている場
合があり、こうした家庭の事情を背景とした学習や進学への意欲の低下は、児童・生徒の将来に不利益な影響を
及ぼすことが懸念される。
　このため、生活保護世帯又はひとり親家庭の児童・生徒に対し基本的な生活習慣の習得支援、学習支援と共
に、社会性や他者との関係を育む支援を行い、生活保護世帯又はひとり親家庭の子どもの生活の向上を図るこ
とを目的とする。

事 業 名 担 当 課

生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業費 生活福祉課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

17,000 11,333 5,667

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　支援対象者に対し、就労意欲の喚起から自立に至るまでの総合的な支援を行う。

　平成25年度から事業を実施している。

　債務負担行為を設定することにより、支援対象者に対し、切れ目のない支援を行うことができる。
　【スケジュール】
　平成３０年１月　公募型プロポーザル
　平成３０年２月  選定
　平成３０年３月　参加者募集及び面談
　平成３０年４月　契約、事業開始

平成30年度

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　様々な事情から一般的な就労が困難である稼働年齢層（15歳～64歳）にある被保護者に対し、ボランティア活
動等を通じ就労に必要な基礎能力を身に付けさせ、社会参加意欲と就労意欲を高めるとともに、稼働能力が不
十分と思われる被保護者に対し、必要な職業訓練、就労体験等を通じ就労支援を行い、自立した生活を送れる
よう支援する。

事 業 名 担 当 課

被保護者就労準備支援事業費 生活福祉課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

12,706 5,189 1,163 6,354

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　学習教室を市内に開設し、支援対象者に対し、必要な学習支援を行う。

　生活保護世帯の児童・生徒に対する学習支援については平成25年度から、また、ひとり親家庭の生徒に対す
る支援については平成29年度から行っており、生活福祉課とこども家庭課で共同で契約している。

　債務負担行為を設定することにより、支援対象者に対し、切れ目のない支援が可能となる。
　
　【スケジュール】
 　　平成30年１月　　公募型プロポーザル
 　　平成30年２月　　選定
 　　平成30年４月　　契約締結、事業開始

平成30年度

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　生活保護世帯又はひとり親家庭の児童・生徒は、家庭の環境により経済的に不安定な状況に置かれている場
合があり、こうした家庭の事情を背景とした学習や進学への意欲の低下は、児童・生徒の将来に不利益な影響を
及ぼすことが懸念される。
　このため、生活保護世帯又はひとり親家庭の児童・生徒に対し基本的な生活習慣の習得支援、学習支援と共
に社会性や他者との関係を育む支援を行い、生活保護世帯又はひとり親家庭の子どもの生活の向上を図ること
を目的とする。

事 業 名 担 当 課

ひとり親家庭学習支援事業費 こども家庭課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

462,693 377,812 84,881

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　国の「保育所等整備交付金」・「認定こども園施設整備交付金」を活用して、民間法人の施設整備に対する助
成を行い、保育園の定員を増加させ、待機児童対策や、施設の老朽化等に対する整備による園児・保育者等の
安全性の確保を行う。

　認定こども園　さくら幼稚園・さくら保育園の改築工事に対して補助金の交付を行う。
　　○補助金交付先　　学校法人　東部学園（鳥取市桜谷347）
　　○整備内容　　　　　改築
　　○構造　　　　　　　　鉄骨造2階建て

平成28・29年度　 改築に向けた協議　(園・業者・県・市)

　平成29年度～30年度　　実施設計
　　　　　　　　　　　　　　　   新園舎棟建築工事
　　　　　　　　　　　　　　　   既存園舎解体
　平成31年3月頃　　 　　　完了検査

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成３０年度

事 業 名 担 当 課

保育所緊急整備事業費補助金 こども家庭課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

33,966 平成 29 年 ～ 30 年度 4,086 29,880

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　 鳥取市管理の第１種漁港（岩戸、酒津、船磯、夏泊、長和瀬）の漁業者の安全安心な操業及び安定的な漁業
経営を図るため、水域施設である航路・泊地の適正な維持管理（浚渫）を行う。

　水域施設である航路・泊地の浚渫工事を実施し、入出港時の安全確保、出漁日数の増加を図る。
○浚渫量　岩戸漁港　　　　２，０００ｍ３
　　　　　　　酒津漁港　　　　１，０００ｍ３
　　　　　　　船磯漁港　　　　６，０００ｍ３
　　　　　　　夏泊漁港　　　　１，０００ｍ３
　　　　　　　長和瀬漁港　　 ２，０００ｍ３

　 冬季風浪における堆砂除去は３月末工期の工事及び次年度５月発注の工事により対応してきた。この間約１
～２ヶ月間漁業者は出入港の際の座礁の危険にさらされ、出漁日数の減少を余儀なくされてきた。
　 また、冬季出漁のため堆砂対策として１０～１１月に浚渫を実施してきた。

　今後も鳥取市管理の第１種漁港として適正な維持管理を行う。
　１２月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　　１）２月：工事発注
　　２）３月～４月：冬季風浪による航路・泊地の堆砂除去
　　　鳥取県発注の塩見川河床掘削工事と調整を取りつつ施工
　　３）１０月～１１月：次期冬季風浪による堆砂対策として浚渫実施

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

事 業 名 担 当 課

漁港施設維持管理事業費 林務水産課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

103,615 平成 29 年 ～ 30 年度 103,615

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

　道路パトロールや市民からの情報提供により発見される道路施設の損傷については、道路利用者の安全を確
保するために早期の修繕が必要である。毎年、年度当初に入札を行い業者を決定しているが、４月上旬に業者
が決定しない時期が発生し、対応に苦慮してきた。
　そのため、債務負担行為を設定し、すきまのない修繕等の対応を行い、道路利用者の安全・安心を図る。

　●緊急業務
　（１） 土木　側溝補修、道路法面補修等
　（２） 造園　倒木処理、剪定作業等
　（３） 舗装　道路陥没の補修等
　（４） 交通安全　ガードレール・カーブミラー等の補修
　（５） 電気　街路灯の補修等

　平成２７年度実績　１４９，３０５千円
　平成２８年度実績　１２７，２６２千円

　平成３０年２月下旬：契約締結予定

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

事 業 名 担 当 課

一般道緊急業務費 道路課

平成29年度12月補正予算債務負担行為の概要
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 18,144 0 

一般財源 0 諸収入 18,144 

計 18,144 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 18,144 0 

千代水第二土地区画整理費

目 区画整理事業費

補正前額 16,025 

要求額 18,144 

総務部長段階査定額 18,144 

土地区画整理費特別会計 【問合せ先】　管理係　0857-20-3277 

【１０次総の施策体系】　4201 

【事業の経過及び背景】 
　　都市計画決定　　　　　平成　８年　３月１５日（告示の日） 
　　事業計画決定　　　　　平成　８年１２月　６日（公告の日） 
　　換地処分（公告の日）　平成２５年　２月２６日 
　　施行区域面積　　　　　８０．３ｈａ（土地所有者　２２７人） 
　　全体事業費　　　　　　４，８６７，３９１千円　 

【事業の目的及び効果】 
　当地区は中心市街地及び港湾、空港等に近接し、広域的な交通条件に恵まれていること
から、流通業務拠点地区として位置づけられている。 当地区の立地条件を生かして保留地
の売却を進めながら、早期の事業完了を図るとともに、より健全で良好な市街地の発展を
図る。

【事業の内容】
　保留地譲渡に係る損害賠償金

　※その他財源の諸収入は、保留地払下収入

款 区画整理費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

区００１ 項　　目　　名 一般事業費

予算書項目 一般事業費 ページ 79 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

国００１ 項　　目　　名 事務費

予算書項目 事務費 ページ 105 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

国民健康保険費特別会計（事業勘定） 【問合せ先】国民健康保険係　0857-20-3482 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の目的及び効果】 
　医療費の適正化、健康に対する意識の向上を目的として、被保険者に対し医療費の金額
等を通知する。
 
【事業の内容・実績】 
　個人情報の保護に関する法律が改正され、個人の病歴に準ずる情報が「要配慮個人情
報」に規定されたことにより、通知を世帯単位から個人単位に変更したこと及び郵便料金
の値上げに伴う郵送料の増。

　平成27年度  129,551通
　平成28年度　128,002通
　平成29年度　156,324通（見込み）

【今後の取り組み】 
　引き続き制度の円滑な運営に努めていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,354 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,354 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 76,303 

要求額 1,354 

総務部長段階査定額 1,354 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,354 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

国００２ 項　　目　　名 返還金

予算書項目 返還金 ページ 105 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

国民健康保険費特別会計（事業勘定） 【問合せ先】庶務係 0857-20-3481 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　過年度に国県支出金として概算払いの交付を受け、実績により超過交付となってい た場
合に国・県へ返還するもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　国及び県に対し、超過交付されていた補助金等を返還する。 
 
【事業の内容・実績】 
　療養給付費負担金等返還金 
　　平成27年度　244,952,938円 
　　平成28年度 　62,764,047円
　　平成29年度　 88,434,282円（見込み）
　　　　 
　前年度の実績報告の結果による精算。
　　（１）国への返還
　　　平成28年度療養給付費等負担金　　　　　　76,446,282円
　　　平成28年度特定健康診査・健康指導負担金 　5,994,000円
　　（２）県への返還
　　　平成28年度特定健康診査・保健指導負担金　 5,994,000円

【今後の取り組み】 
　　引き続き制度の円滑な運営に努めていく。 
 
※その他財源の諸収入は、加算金。
 　その他財源のその他は、前年度繰越金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 88,434 0 

償還金及び還付加算金

目 返還金

補正前額 1 

要求額 88,434 

総務部長段階査定額 88,434 

地方債 0 0 

その他 88,434 0 

一般財源 0 諸収入 210 

計 88,434 その他 88,224 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

国００３ 項　　目　　名 歯科運営費

予算書項目 運営費 ページ 113 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

事業の概要　会計名

国民健康保険費特別会計（直診勘定） 【問合せ先】佐治町総合支所市民福祉課 0858-88-0212 

【１０次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　公共交通機関も 少なく高齢者世帯が多い佐治地域において、良好な歯科医療を確保する
ため歯科診療所を開設し、地域住民の健康管理に努 めている。 
　開設　平成元年4月1日（旧診療所は昭和53年5月1日～平成元年3月31日まで診療） 
　職員　歯科医師1名、衛生士3名（うち嘱託1名、再任用1名）、技工士1名 

【事業の目的及び効果】 
　玄関入口自動ドアの故障に伴い、冬季に向け緊急に修理を行うもの。

【事業の内容・実績】 
　入口自動ドアの修繕
　
【今後の取り組み】 
　住民の 健康維持を図るため、引き続き地域医療サービスの提供に努めていく。 

※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

0 

市長段階査定額 488 0 

歯科施設管理費

目 一般管理費

補正前額 13,586 

要求額 488 

総務部長段階査定額 488 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 488 0 

一般財源 0 諸収入 0 

488 その他 488 

行財政改革課処理欄

計

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

国００４ 項　　目　　名 医療用消耗器材費

予算書項目 医療用消耗器材費 ページ 113 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

事業の概要　会計名

国民健康保険費特別会計（直診勘定） 【問合せ先】佐治町総合支所市民福祉課 0858-88-0212 
 
【１０次総の施策体系】1302 
 
【事業の経過及び背景】 
　佐治診療所（医科）の診療、投薬等に要する経費。 
 
【事業の目的及び効果】 
　継続して治療を要する骨粗しょう症患者の増加による注射液、器材等の経費の増加に伴
うもの。
 
【事業の内容・実績】 
　消耗器材費 
　　平成27年度　　3,422,074円 
　　平成28年度  　2,862,973円
　　平成29年度　　4,023,479円（見込み）　 
 
【今後の取り組み】 
　患者に対応した安全で質の高い医療サービスを提供していくために診療所に必要な機材
の常備に努める。
 
※その他財源のその他は、前年度繰越金。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 医業費

項

0 

市長段階査定額 881 0 

医科医業費

目 医療用消耗器材費

補正前額 3,143 

要求額 881 

総務部長段階査定額 881 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 881 0 

一般財源 0 諸収入 0 

881 その他 881 

行財政改革課処理欄

計
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

国００５ 項　　目　　名 医療用消耗器材費

予算書項目 医療用消耗器材費 ページ 113 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

事業の概要　会計名

国民健康保険費特別会計（直診勘定） 【問合せ先】佐治町総合支所市民福祉課 0858-88-0212 
 
【１０次総の施策体系】1302 
 
【事業の経過及び背景】 
　佐治診療所（歯科）の診療、投薬等に要する消耗機器を調達する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　患者数の増加に伴う診療に必要な器材経費の増。
　29年10月末延受診者数　3,169人（前年同期比　491人の増）
 
【事業の内容・実績】 
　合金等各種消耗品費 
　　平成27年度　3,244,426円 
　　平成28年度　2,600,170円 
　　平成29年度　3,168,775円（見込み）
 
【今後の取り組み】 
　患者に対応した安全で質の高い医療サービスを提供するため、診療に必要な器材の常備
に努める。 
 
※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 医業費

項

0 

市長段階査定額 230 0 

歯科医業費

目 医療用消耗器材費

補正前額 2,939 

要求額 230 

総務部長段階査定額 230 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 230 0 

一般財源 0 諸収入 0 

230 その他 230 

行財政改革課処理欄

計

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

国００６ 項　　目　　名 国県支出金等過年度分還付金

予算書項目 国県支出金等過年度分還付金 ページ 115 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

事業の概要　会計名

国民健康保険費特別会計（直診勘定） 【問合せ先】庶務係 0857-20-3481 
 
【１０次総の施策体系】1302 
 
【事業の経過及び背景】 
　過年度に国県支出金として概算交付を受け、実績により超過交付となった場合に、国・
県へ返還するもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　県に対し、超過交付されていた補助金を返還する。 
 
【補正の内容】 
　平成27年度鳥取県医療施設等設備整備費補助金返還金　6,000円

※その他財源のその他は、前年度繰越金。　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

0 

市長段階査定額 6 0 

償還金

目 償還金

補正前額 0 

要求額 6 

総務部長段階査定額 6 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 6 0 

一般財源 0 諸収入 0 

6 その他 6 

行財政改革課処理欄

計

－ 44 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００１ 項　　目　　名 事務費

予算書項目 事務費 ページ 129 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　加齢による病気等で介護が必要な人に介護サービスを提供する制度として、国民の共同 
連帯の理念に基づき、平成12年４月に創設された介護保険を円滑に運営する。
 
【事業の目的及び効果】 
　介護保険事業の運営に必要な事務を行う。 
 
【事業の内容】 
　平成30年４月介護保険制度の改正にともなうシステム改修を行う。
　　①所得指標の見直し
　　②新たな介護保険施設（介護医療院）の創設
　　③共生型サービスへの対応
　　④要介護認定の有効期間の延長
　　⑤要介護認定データ提出義務化
　　⑥介護報酬改定等 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,470 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,236 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 35,468 

要求額 7,236 

総務部長段階査定額 7,236 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,766 諸収入 0 

計 7,236 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００２ 項　　目　　名 介護相談員派遣事業費

予算書項目 地域自立生活支援事業費 ページ 131 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

介護保険費特別会計 【問合せ先】事業者管理係 0857-20-3454 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成１８年度より地域支援事業（任意事業）として実施 。
 
【事業の目的及び効果】 
　専門研修を受けた介護相談員が介護保険施設等を訪問し、利用者等の相談に応じること
により、利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、事業者の業務改善につなげ、
サービスの質的向上を図る。 
 
【事業の内容】 
　介護相談員派遣事業の充実強化を目的とした介護相談員の増員によるもの。
 
（２７年度実績）　　派遣時間　１，１８９時間 
（２８年度実績）　　派遣時間　１，１６５時間 
（２９年度見込）　　派遣時間　１，５９９時間 
 

※その他財源のその他は、介護保険料。　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 地域支援事業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 243 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 414 0 

任意事業費

目 その他事業費

補正前額 3,404 

要求額 672 

総務部長段階査定額 414 

地方債 0 0 

その他 91 0 

一般財源 80 諸収入 0 

計 414 その他 91 

行財政改革課処理欄

－ 45 －


